
LEC東京リーガルマインド大学大学院高度専門職研究科会計専門職専攻 第８章 

第８章 教員組織 
 

 １ 基準ごとの分析 
 

 ８－１ 教員の資格と評価 

 

基準８－１－１ 

研究科及び専攻の種類及び規模に応じ，教育上必要な教員が置かれている

こと。 

 
 （基準８－１－１に係る状況） 

 本会計大学院は，学術の理論及び応用を教授研究し，高度の専門性が求められる職業

を担うための深い学識及び卓越した能力を培うことを目的とする専門職大学院（学校教

育法第 65 条第２項）である。専門職大学院の制度趣旨が理論と実務を架橋して実践的

な教育を行うことにあることからすれば，専門職大学院においては，その教育上，学術

の理論について深い学識を有する研究者教員と，学術理論の実務における応用について

卓越した能力を有する実務家教員との両者が，必要不可欠であるといえる。専門職大学

院設置基準第５条第３項 2において，実務家教員の配置義務が規定されているのは，そ

の現れであると解される。 

 本会計大学院は，高度専門職業人のうち，とくに会計専門職業人の養成を目的として

設置されている。そこで，本会計大学院では，会計専門職を担うための深い学識を培う

ため，それぞれの専門分野における学術の理論に通暁した当代一流の研究者を教員とし

て多数任用している。また，会計専門職を担うための卓越した能力を培うため，各学術

理論の実務における応用に通暁した経験豊富かつ現役の実務家を教員として多数任用

している。 

 そして，本会計大学院が任用した教員のうち専任教員は，全員，文部科学省による

教員審査において教授で合格しており，当該科目を担当するにふさわしい教育上の能力

を有すると公的に認定されている。 

 また，本会計大学院は，総計２５名の教員を擁しており，そのうち，専任教員は 23

名である。学生の収容定員を専任教員数により除した数（専任教員１名あたりの学生数）

は，１．０人となっている。従って，「専門職大学院設置基準（2003（平成 15）年文部

科学省令第 16 号）」第１条第１項の定める教員・学生比（収容定員 15 人につき１人の専

任教員）は，十分にこれを満たす水準にある（基準８－２－１参照）。 

 

                                                   
2  専門職大学院設置基準  
第五条 専門職大学院には、前条に規定する教員のうち次の各号のいずれかに該当し、

かつ、その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められる専

任教員を、専攻ごとに、文部科学大臣が別に定める数置くものとする。  
一 専攻分野について、教育上又は研究上の業績を有する者  
二 専攻分野について、高度の技術・技能を有する者  
三 専攻分野について、特に優れた知識及び経験を有する者  

２ （略）  
３ 第一項に規定する専任教員のうちには、文部科学大臣が別に定めるところにより、

専攻分野における実務の経験を有し、かつ、高度の実務の能力を有する者を含むも

のとする。  
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 よって，本会計大学院には，その種類及び規模に応じ，教育上必要な教員が置かれて

いるといえる。 
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基準８－１－２ 

基準８－１－１に規定する教員のうち，次の各号のいずれかに該当し，か

つ，その担当する専門分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められ

る者が，専任教員として専攻ごとに置かれていること。 

（１）専攻分野について，教育上又は研究上の業績を有する者 

（２）専攻分野について，高度の技術・技能を有する者 

（３）専攻分野について，特に優れた知識及び経験を有する者 

 

（基準８－１－２に係る状況） 

 
 本会計大学院には，高度専門職研究科会計専門職専攻のみが設置されている。 

 そして，本会計大学院が任用した専任教員は全員，文部科学省による教員審査におい

て教授として合格している。すなわち，本会計大学院の全教員は，基準８－１－２各号

のいずれかに該当し，かつ，当該科目を担当するにふさわしい教育上の能力を有すると

公的に認定されている者である。 

 なお，専門職大学院の専攻における専任教員は，学部等の専任教員の数に算入するこ

とができないのが原則である（専門職大学院設置基準第５条第２項）。もっとも，経過措

置として例外的に，学部等との併任教員が一定の割合で認められている（専門職大学院

設置基準附則第２項本文 3）。 

 この点，本会計大学院の専任教員中，学部との併任教員数は２名であり，規定の範囲

内（６名以下）に収まっている。【解釈指針 8-1-2-3】【解釈指針 8-1-2-4】 

 

 以上より，教育上必要な教員のうち，所要の要件に該当し，かつ，その担当する専門

分野に関し高度の教育上の指導能力があると認められる者が，専任教員として本会計大

学院に置かれている。 

 

                                                   
3  専門職大学院設置基準 附則  
２ 第五条第一項に規定する専任教員は、平成二十五年度までの間、第五条第二項の

規定にかかわらず、第五条第一項に規定する教員の数の三分の一を超えない範囲で、

大学設置基準第十三条に規定する専任教員の数及び大学院設置基準第九条に規定

する教員の数に算入することができるものとする。ただし、大学院設置基準第九条

に規定する教員のうち博士課程の後期の課程を担当する教員の数には、第五条第一

項に規定する専任教員の数のすべてを算入することができるものとする。  
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基準８－１－３ 

教員の採用及び昇任に関し，教員の教育上の指導能力等を適切に評価する

ための体制が整備されていること。 

 
 （基準８－１－３に係る状況） 

 

 本学における教員の採用及び昇任は，学則に則り，以下のように行われている。 

 教員の任用に関しては，その基本的事項につき形式的に学校経営委員会において審

議・決定するものの，その細目的事項については，すべて実質的に研究科委員会におい

て審議し，実質的に決定している（下記資料①参照。なお，基準９－１－３参照）。 

 教員の昇任にしては，学則上，教学面の独立性に配慮して学校経営委員会から切り離

されており，学長の決定事項となっている（下記資料②参照）。  
 

資料① 教員の任用に関する学則規定 

○学校経営委員会規則（抄） 

（業務） 

第３条 学校経営委員会は，学校経営に関する以下の事項について審議し，決定

する。 

(1) 設置学校の中長期計画及び年度計画 

(2) 設置学校の新設・拡張・縮小又は廃止に関する事項 

(3) 文部科学省・自治体その他の官公庁に係る重要な事項 

(4) 設置学校の学部・学科その他の重要な組織の設置又は廃止に関する事項 

(5) 教員の任免に関する事項 

(6) 設置学校の予算の承認及び決算の報告 

(7) 学則等諸規程の改廃に関する事項 

(8) その他，学校運営に関する重要事項及び取締役会の委任事項 

２ 学校経営委員会は，設置学校の長を任命する。 

 

○研究科委員会規則（抄） 

（審議事項） 

第４条 研究科委員会は，次の事項を審議する。 

(1) 研究科の教育課程の編成に関する事項 

(2) 学生の入学，修了その他その在籍に関する事項及び学位の授与に関する事

項 

(3) その他，研究科の教育または研究に関する重要事項 

 
資料② 教員の昇任に関する学則規定  

○教員任用規則 

（昇任） 

第６条 専任教員任用規則別表の選考基準によって，学長が適当と認めた者は，

昇任することができる。 

２ 専任教員の昇任時期は，原則として４月とする。 
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 以上より，本会計大学院においては，教員の採用及び昇任に関し，研究科委員会の独

立性が確保されるとともに，教員によるピアレビューにより，教員の教育上の指導能力

等を適切に評価するための体制が整備されているといえる。 
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 ８－２ 専任教員の配置と構成 

 

基準８－２－１ 

会計大学院には，専攻ごとに，平成１１年文部省告示第１７５号の別表第

一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導教員の数の 1.5 倍の数

（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）に，同告示の第２号，

別表第一及び別表第二に定める修士課程を担当する研究指導補助教員の数を

加えた数の専任教員を置くとともに，同告示の別表第三に定める修士課程を

担当する研究指導教員１人当たりの学生の収容定員に４分の３を乗じて算出

される収容定員の数（小数点以下の端数があるときは，これを切り捨てる。）

につき１人の専任教員が置かれていること。 

 
 （基準８－２－１に係る状況）  
 

 本会計大学院は，高度専門職研究科の下に会計専門職専攻を置く，会計分野の専門職

大学院である。学生の収容定員は 120 名，2005 年度の本会計大学院の専任教員数は 23

名（うち，教授数は 23 名）である（別添資料 24「専任教員別授業負担」参照）。 

 

 では，以上の事実を前提として，本会計大学院の専任教員数は，基準８－２－１を満

たしているといえるか。 

 まず，基準８－２－１が定める，平成 11 年文部省告示第 175 号の別表第一及び別表第

二による研究指導教員に準じて専門職大学院に置くべき専任教員数は，下表中の①のと

おり７名である。また，基準８－２－１が定める，同告示の第２号，別表第一及び別表

第二による研究指導補助教員に準じて専門職大学院に置くべき専任教員数は，下表中の

②のとおり４名である。したがって，会計分野の専門職大学院に置くべき専任教員数は，

11 名である。 

 この点，本会計大学院の専任教員数は，前述のとおり 23 名（うち，教授数 23 名）で

あることから，この基準を十分満たしているといえる。【解釈指針 8-2-1-4】【解釈指針

8-2-1-2】 

 

 では，学生の収容定員数との関係で，基準８－２－１が定める基準を満たしていると

いえるか。 

 基準８－２－１によれば，専門職大学院には，収容定員数 15 人につき１人の専任教員

を置く必要がある。 

 この点，本大学院の収容定員は 120 名であることから，収容定員に応じて置くべき専

任教員数は，８人である。そして，本会計大学院の専任教員数は，前述のとおり 23 名で

あることから，この基準を十分満たしているといえる。【解釈指針 8-2-1-4】【解釈指針

8-2-1-2】 

 

①研究指導教員数に準じて置くべき専任教員数 ： ５×1.5 ＝ 7.5 人→７人。 

②研究指導補助教員に準じて置くべき専任教員数 ： ９－５＝４人。 

①＋②＝７＋４＝11 人 

 

③収容定員に応じて置くべき専任教員数  ： 120÷（20×3/4）＝８人 
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 本会計大学院は，高度専門職研究科の下に会計専門職専攻の一専攻のみを置いている。

そして，これらの専任教員は，専門職学位課程について会計専門職専攻の一専攻に限り

専任教員として取り扱われている。【解釈指針 8-2-1-1】 

 また，これらの教授は全員，文部科学省による教員審査において教授として合格して

いる。よって，本会計大学院の全教員は，当該授業科目を担当するにふさわしい教育上

の能力を有すると公的に認定されている。【解釈指針 8-2-1-3】 

 

 以上より，本会計大学院には，基準８－２－１を満たす専任教員が置かれている。 
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基準８－２－２ 

専任教員の科目別配置等のバランスが適正であること。 

 

 （基準８－２－２に係る状況） 

 

 本会計大学院は，以下の通り，専任教員を科目別に配置している。 

 まず，会計，監査，経営，ファイナンス及び法律の各分野の根幹をなす基本科目（全

体構造）には，当代一流の研究者教員を担当として配置している。これは，基本科目（全

体構造）が各分野の全体構造を概観するとともに，各分野における理論の基本，骨格及

び射程を理解することを目的とするものであるため，教育効果を有効あらしめるために

は，各分野の全体に対する幅広い学識や深い理解，さらには長年の経験に基づく教授力

を兼ね備えた大学者が必要となるためである。 

 他方，基本科目履修を前提とした発展科目や応用・実践科目には，実務経験豊かな

現役の実務家教員を担当として主に配置している。これは，実務と理論とを架橋して実

践的な教育を提供せんとすることが専門職大学院制度の趣旨であることに鑑み，実務に

おける最新かつ最先端の情報・知識・研究成果を，学生に教授するためである。 

 本会計大学院は，有資格者や社会人を主たる学生像としていることから，特に卓越し

た学識を有する研究者教員と，実務の最先端で活躍する現役の実務家教員とを配置する

こととしている。このような教員配置については，学生の支持も厚いところである（下

記資料①参照）。【解釈指針 8-2-2-1】 

 なお，本会計大学院の専任教員の年齢構成については，年次計画履行状況調査におい

てその偏りが指摘されているが，漸次その改善に努めているところである。具体的には，

2006 年度より，70 代の教員１名に替わって 50 代の教員１名を新たに迎えている。【解釈

指針 8-2-2-2】 

 

資料① 学生の声（抄。本会計大学院ウェブサイトより） 

（http://www.lec.ac.jp/graduate-school/accounting/student/voice/voice_01.html） 
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 以上より，本会計大学院における専任教員の科目別配置等のバランスは，適正である

ものと考えている。 
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 ８－３ 研究者教員 

 
基準８－３－１ 

研究者教員（次項８－４－１で規定する実務家教員以外の教員）は，おお

むね３年以上の教育歴を有し，かつ，担当する授業科目にかかる高度の研究

の能力を有する者であること。 

 
 （基準８－３－１に係る状況） 

 

(1) 教育歴について 

 本会計大学院における研究者教員７名は，その全員が，他大学において名誉教授の

称号を付与されている当代一流の研究者である。これらの研究者教員は，いずれも

30 年以上の教育歴を有している。 

 

 したがって，本会計大学院の研究者教員は，いずれも３年以上の教育歴を有してい

る。【解釈指針 8-3-1-1】 

 

(2) 高度の研究の能力について 

 研究者教員の７名は，上述のように，いずれも他大学において名誉教授の称号を付

与されている当代一流の研究者であり，過去数十年にわたり赫々たる研究業績をあげ

ていることから，その研究能力については疑うべくもない。 

 また，これらの研究者教員はすべて文部科学省による教員審査において教授とし

て合格しており，担当する授業科目に係る教育研究の能力があるものと公的に認定

されている。 

 

 したがって，本会計大学院の研究者教員は，いずれも担当する授業科目に係る高度

の研究の能力を有する。【解釈指針 8-3-1-1】 

 

 なお，本会計大学院では，2006 年６月に紀要の第１号を発行した（下記資料①参

照）。この紀要には，研究者教員５名及び実務家教員２名の研究論文，並びに実務家

教員及び研究者教員の対談及び座談会が掲載されている。次号以降もさらなる研究の

成果を提示し，会計専門職大学院の発展に寄与する所存である。 

 

資料① LEC 会計大学院紀要第１号（本会計大学院ウェブサイトより） 

（http://www.lec.ac.jp/graduate-school/accounting/system/kiyou.html） 
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 以上より，本会計大学院における研究者教員は，おおむね３年以上の教育歴を有し，

かつ，担当する授業科目に係る高度の研究の能力を有する者である。 

 

 

 75



LEC東京リーガルマインド大学大学院高度専門職研究科会計専門職専攻 第８章 

 ８－４ 実務家教員（実務経験と高度な実務能力を有する教員） 

 

基準８－４－１ 

基準８－２－１に規定する専任教員の数のおおむね３割以上は，専攻分野

におけるおおむね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を

有する者であること。 

 

 （基準８－４－１に係る状況）  
 

 専門職大学院においては，「専攻ごとに置くものとされる専任教員の数のおおむね三割

以上は，専攻分野におけるおおむね五年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の

能力を有する者」であることが必要である（専門職大学院設置基準（2003（平成 15）年

文科省令第 16 号）第５条第３項，専門職大学院に関し必要な事項につい定める件（2003

（平成 15）年文科省告示第 53 号）第２条第１項）。基準８－４－１は，この法令上の要

件を確認したものである。 

 この点，本会計大学院の専任教員 23 名のうち，実務家教員は 16 名であり，その割合

は約７割弱であることから，基準８－４－１が確認する法令上の要件を十分満たす水準

にある。 

 また，これら実務家教員 16 名のほとんどが現役の実務家であり，16 名全員が５年以

上の実務経験を有している。なお，30 年以上の実務経験を有する者が６名，20 年以上

30 年未満の実務経験を有する者が５名置かれている。 

 そして，これらの実務家教員は，すべて文部科学省による教員審査において教授とし

て合格している。したがって，基準８－４－１が確認する上記法令上の要件を満たして

いることが，文部科学省によって公的に認定されているといえる。 

 

 以上より，本会計大学院の専任教員の数のおおむね３割以上は，専攻分野におけるお

おむね５年以上の実務の経験を有し，かつ，高度の実務の能力を有する者である。 
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 ８－５ 専任教員の担当授業科目の比率 

 

基準８－５－１ 

各会計大学院における教育上主要と認められる科目については，原則とし

て，専任教員が配置されていること。 

 

 （基準８－５－１に係る状況）  
 

 本会計大学院における教育上主要と認められる科目とは，第一に本会計大学院の教育

課程の各領域に配置されている各全体構造科目，第二に会計分野のコア科目（会計領域

の下に分類されている財務会計系及び管理会計系，並びに監査領域の下に分類されてい

る監査系の各科目）をいうものと考える。 

 本会計大学院において教育上主要と認められるこれらの科目については，2005 年度，

それら科目に原則として専任教員が配置されている（別添資料 23 主要科目における専

任教員配置）。【解釈指針８－５－１－１】 

 

 以上より，本会計大学院において教育上主要と認められるこれらの科目について，そ

のうち選択必修科目についてはそのおおむね７割以上が専任教員によって担当されてい

ることを含め，原則として専任教員が配置されている。 
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 ８－６ 教員の教育研究環境 

 

基準８－６－１ 

会計大学院の教員の授業負担は，年度ごとに，適正な範囲内にとどめられ

ていること。 

 
 （基準８－６－１に係る状況） 

 
 2005 年度における本会計大学院の専任教員の授業負担は別添資料 24（科目担当教員

表）のとおりである。全教員の授業負担が学部等を通じて年間 24 単位以下である。 

 よって，本会計大学院の専任教員の授業負担は，2005 年度においては，適正な範囲内

にとどめられている。【解釈指針 8-6-1-1】 
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基準８－６－２ 

会計大学院の専任教員には，その教育上，研究上及び管理運営上の業績に

応じて，数年ごとに相当の研究専念期間が与えられるよう努めていること。 

 

 （基準８－６－２に係る状況）  
 

 本会計大学院の専任教員の授業負担は，別添資料 24（科目担当教員表）のとおりであ

り，授業負担は大きくない。よって，本会計大学院の専任教員は，常に研究に集中でき

る時間を確保できる環境にある。また，実務家の教員は，実務における活動がそれ自体

重要な研究であるといえる。その上で，必要な場合には，研究専念期間を確保するよう

努めて参りたい。 
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基準８－６－３ 

会計大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため，必要な資

質及び能力を有する職員が適切に置かれていること。 

 
 （基準８－６－３に係る状況） 

 

 本会計大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため，2005 年度におい

ては，専任教員 23 名に対し，助手２名及びＴＡ４名を置いている。 

 助手２名は，ともに後期博士課程の単位取得満期退学者であり，１名は後期博士課程

において経済学専攻の在籍者，１名は 2005 年度現在他大学経済学部において非常勤講師

として教鞭をとっている者である。 

 他方，ＴＡは，米国公認会計士の有資格者１名をはじめとする，各種会計有資格者で

ある。 

 

 では，上述したところを前提として，本会計大学院では，専任教員の教育上及び研究

上の職務を補助するため，必要な資質及び能力を有する職員が適切に置かれているとい

えるか。 

 この点，助手２名は経済学専攻の後期博士課程を単位取得満期退学又は在籍中の者で

あり，会計分野の専門職大学院である本会計大学院の専任教員の教育上及び研究上の職

務を補助するため，必要な資質及び能力を有する。 

 また，ＴＡは，いずれも各種会計有資格者であることから，これらもまた，本会計大

学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため，必要な資質及び能力を有す

る。 

 

 以上より，本会計大学院の専任教員の教育上及び研究上の職務を補助するため，必要

な資質及び能力を有する職員が適切に置かれている。 
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 ２ 優れた点及び改善を要する点等 
 

 優れた点及び改善を要する点等として，各委員より表明された評価意見は，以下のと

おりである。 

 

檜田委員の評価意見 

 専任教員について，株式会社立の大学院として，誰しもが納得できるように，どの

ように概念構築をするのかが，近い将来において解決するべき課題といえる。 

 

金井委員の評価意見 

 本会計大学院は，理論と実務とを架橋して実践的な教育を提供するという専門職大

学院の理念をよりよく果たすべく，実務家教員には現役の者を教員として任用するこ

とを方針として授業負担に配慮している点が優れている。 

 

反町委員長の評価意見 

 本会計大学院は，現役の実務家教員を多く任用している。このことにより，学術理

論の実務における応用を最新事例を駆使して説明することができ，学問と実務を架橋

して実践的な教育サービスを提供するという専門職大学院の理念をよりよく実現でき

る体制となっている。これは，学生からも広く支持を受けているところであり，本会

計大学院の優れた点であるといえる。 
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